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テロ根絶を願い、報復戦争と自衛隊派兵新法に反対し

憲法の平和的原則にもとづく対処を政府に要請する

「意見書」採択の陳情書（案）

地域住民のいのちと暮らし、安全をまもるためにご奮闘の貴職に敬意を表します。

今回のアメリカでの同時多発テロは、史上例を見ない蛮行で、いかなる理由があろうと正当化することはできず、断じて許すことはできません。

世界の国々が国連を中心に力を合わせ、テロ行為の真相を徹底的に究明し、理性と法にもとづき、テロ行為を厳正に断罪し、根絶するため、あらゆる努力をつくすべきと考えます。
　私たちは、いまアメリカがすすめている大規模な報復戦争の動きに、またまた多くの罪のない人々が命を失うと心を痛めています。このような世界をまきこむ報復戦争を断じておこしてはなりません。日本政府がこれを支持し、自衛隊を海外に派兵し、後方支援しようとしていることは、憲法を蹂躙するもので容認できません。

国連のアナン事務総長は「暴力の道は拒否する」と表明しており、世論調査会社のギャラップが３１カ国の調査をしましたが、軍事報復を支持しているのが多かったのは、米国とイスラエルだけで、欧州諸国民の約８０％、南米諸国民の９０％が軍事攻撃より容疑者引渡しと裁判を支持していると報じています。国際政治も世論の『テロ根絶』では一致していますが、報復戦争では一致していません。テロ行為に対する軍事行動での報復は、決してテロ行為を根絶するものとならないばかりか、新たなテロ行為と武力報復の悪循環をもたらすことになるというのが、識者の意見でもあり、国内外の世論となっています。
　貴自治体におかれましても、この事態について、憂慮されていることと思います。憲法を遵守する立場から表記の件について、下記の政府宛て事項を内閣および関係省庁に「意見書」として提出してくださるよう陳情します。

【陳情趣旨】

1、 　同時多発テロを糾弾し、国連を中心に世界が力をあわせ、「法の裁き」でテロを根絶すること。

２、　報復戦争を支持せず、自衛隊派兵の新法国会提出はやめ、憲法弟９条を守ること。
